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略語・略称一覧 

AFSSET Agence francaise de securite sanitaire de l’environnement et du travail 

 ：フランス環境労働衛生安全庁 

EEG  Electroencephalography ：脳電図 

EMC  Electromagnetic compatibility ：電磁両立性 

EMF  Electromagnetic field ：電磁界 

GSM  Global System for Mobile Communications ：第二世代携帯電話の通信方式 

HSP  Heat shock protein ：熱ショックタンパク 

ICNIRP  International Commission on Non-Ionizing Radiation Protection 

 ：国際非電離放射線防護委員会 

JEM  Job exposure matrix ：業務上ばく露マトリックス 

NIEHS  National Institute of Environmental Health Sciences (USA) 

 ：米国環境健康科学研究所 

NTP  National Toxicology Program (USA) ：米国毒性プログラム 

NRC  National Research Council of the National Academies (USA)  

：米国アカデミー研究審議会 

RF  Radiofrequency ：無線周波数 

SAR Specific absorption rate ：比吸収率 

WHO  World Health Organization ：世界保健機関 

WLAN  Wireless local area network ：無線構内通信網 
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1. はじめに 

ラジオやテレビなど無線周波数（RF）送信を基盤とする通信技術は、幾十年間、幅広く利用さ

れてきた。その一方で放送および RF 波受信に関して多数の新しい応用が行われ、いまや携帯

電話などの RF 機器は至るところで使用されている状況である。それに伴い RF 電磁界への公

衆のばく露が増加することから、それが人の健康へ及ぼす影響が、科学者および公衆にとって

関心のある問題となっている。 

 
このような関心に応えるため、この十年間にわたって重要な研究が精力的になされ、RF 電磁

界の健康影響の可能性に関する数多くの具体的な疑問については、世界中の科学者が既に調査

を行ってきた。それにもかかわらず、一層の研究が必要な領域がまだいくつか残されている。

また、この分野の技術の急速な革新により、新しい疑問が次々と提起されつつある。 

 
多年にわたって徐々に積もってきた社会的懸念は、いまや国および地方のレベルにおけるリス

ク管理に影響を与えつつあり、科学的な健康リスク評価を公衆が受け入れるか否かにも影響を

及ぼしている。リスク管理は、このような懸念についての社会学的洞察と科学的知識の両方に

根ざす証拠の上に確立される。したがって、本文書では、健康リスク評価に関連する基礎科学

分野と公衆の懸念やリスクコミュニケーションに付随する社会科学分野の両方における具体的

な研究ニーズを同定し、公衆衛生ニーズを満たす上での社会科学の重要性を強調する。 

 

背景 
電磁界（EMF）の健康影響を理解することは、世界保健機関（WHO）の環境保健分野に託さ

れた使命である。WHO は、加盟国が、安全で、持続可能で、健康の増進が図れる環境を獲得

し、生物学的、化学的、物理的ハザードから国民を防護できるよう支援することを目的として

いる。このような背景のもと、広く見られるようになった EMF ばく露が健康に影響する可能

性に対する一般的懸念に対処するため、1996 年に国際 EMF プロジェクトを立ち上げた。 

 
国際 EMF プロジェクトの目的のひとつは、人に対する EMF の影響の研究を促進することで

ある。これは、WHO の 6 つの中核機能の 1 つである 「研究課題を具体化し、価値のある知識

を生成、普及、および適用すること」に沿うものである。証拠に基づく公衆衛生ガイダンスの

作成に必須である、知識の欠落部分や情報を同定するために専門家を結集する貴重な機会が、

WHO の人を招集する力により得られる。 

 
WHO 国際電磁界プロジェクトは発足当初から、健康リスク評価を改善するために一層の研究

が必要な知識の欠落部分を同定すること、研究資金を提供しそうな機関に対し、的を絞った研

究プログラムを提示することを目標に活動している。1997 年に、WHO 国際電磁界プロジェク

トは、EMF (電磁界) が人体に有害な影響を及ぼす可能性について、世界中での研究の促進と

調整のための研究アジェンダを策定した。その後の数年間、RF 電磁界の研究アジェンダは定

期的な見直しと改善を受けた。招請された学術的専門家からなる特別委員会での成果をもって

重要な最終的更新が行われ、2006 年に公表された。 

 

アジェンダの影響力 
先の RF 研究アジェンダは、各国がこの分野の研究助成の優先順位の決定をするときの支援手
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段となってきた。本文書の公表も、現在見直しが行われている研究計画にとって、同様に有用

となることを目指している。2006 年版で強調された数多くの研究主題についてはすでに取り組

まれ、新たな証拠が公表されているため、更新が必要と考えられた。この目的のため、2010

年 2 月、学術専門家からなる特別委員会がジュネーブで開催され、この研究アジェンダを作成

した。これは、2006 年版に置き換わるものである。 

 

指針とする原則 
WHO は、研究の実施に際して、倫理（CIOMS 2002; WMA 2008）および実験研究の正しい実

施（OECD 2010）に関する基準を含めた、最良の研究手法をとるための現存基準を満たすよう

奨励する。そのような基準は、研究品質の決定、管理、改善に適用されるべきである。 

  
研究プロジェクトの品質  

新しい研究が健康リスク評価および基準の策定に有用であるためには、その研究は科学的に

高い品質であらねばならない。そのための要件は、明確に定義された仮説；測定可能な調査項

目；疑問に対する答えが十分な統計的検出力を持つような標本サイズ；科学的および倫理的に

正しい手法に反しないプロトコルの使用である。品質保証の手順はプロトコルに含まれるべき

である。EMF 健康影響研究の品質に関しては、以前に数年かけて詳細な議論が行われた

（ICNIRP 2002; Monte Verità Workshop, 2005）。 

 
研究データの利用し易さ 

利用し易い公開データベースを通じて研究知見の報告、研究データの共有を行う際の説明責

任と透明性に対する要求はますます増大しており（Pisani & AbouZahr, 2010）、また、政策策

定に証拠を用いるようにとの要求も増大している。本文書で強調された研究の成果は、公開で

利用可能とされること、また確固たる証拠の積み上げの促進につながることが期待される。そ

のような証拠が、最終的には政策策定者の決定を支えるに十分な権威ある健康情報を提供する。 

 

目的と対象 
本研究アジェンダの目的は、公衆衛生に関連する分野の研究を推進することであり、特に以下

のことが可能な分野を中心とする。 

 

∙ 健康影響研究を進めることによって、科学的不確かさを少なくできる。 

∙ より良いリスクコミュニケーション法の開発によって、公衆の懸念に応答できる。 

 
本文書は、(i) 健康影響研究に対するニーズ；(ii) 社会科学研究に対するニーズ、の二つのテー

マから構成される。 

 
今後の研究の計画と分析に関係する課題を全て含めながら、現在進行中の研究の概要を、健康

影響研究の種類別に述べる。社会科学の研究主題も大きな重要性を持つ。その理由は、公衆の

リスク認知をより良く理解すること、RF 関連の健康問題についてより効果的なコミュニケー

ションを図ることに対するニーズがあるからである。より良いリスクコミュニケーション戦略

の開発を目的とする将来の研究にとっては、これらが特に重要な分野に思われる。 

 
本文書は、研究者および研究資金提供機関に利用してもらうことを意図して出版する。研究者
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には、健康リスク評価およびリスクコミュニケーションにとって価値の高い研究を行うための

ガイドとしてこのアジェンダを利用することを勧める。研究資金提供機関および主要な協力機

関には、労力の無用な重複を最小化し、かつ大規模研究計画の効果を最大化するように調整し

て、研究アジェンダに取り組む資源全体の連携をとることを勧める。 

 

範囲 
この研究アジェンダは、100 kHz から 300 GHz までの周波数範囲の公衆衛生関連問題の研究

優先順位を述べる。研究主題の大多数は無線通信周波数へのばく露から生じる健康影響に関す

るものである。携帯電話／コードレス電話、無線データ通信網、アセットトラッキングや RFID、

無線電力伝送、生体イメージング／スキャナなど新しい RF 技術の多くは、これまでにない RF

変調を採用しているため、特に関心がもたれる。 

 
本文書は、一般公衆および労働者のばく露をカバーしているが、医療を受けている患者は含ま

ない。測定法および電磁両立性（EMC）に関連する研究主題も範囲外である。 

 
この研究アジェンダは、IARC と WHO が今後の 2 年間で遂行することになっている重要な、

ハザード／健康のリスク評価に先行して作成された。より完全な健康リスク評価を実施し、そ

の評価を公衆に効果的にコミュニケーションするための短期的および長期的な研究ニーズの同

定に焦点を当てる。 
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2. アジェンダ作成の手順 

RF 電磁界研究アジェンダの出版までのプロセスを以下に述べる。 

 
最初に、WHO の技術審議会（Technical Consultation）の参加者を援助するため、非公表の予

備的文書が作成された。また技術審議会開催前に、国際非電離放射線防護委員会による最近の

RF 研究レビュー（ICNIRP 2009）、各国当局（AFSSET 2009; NRC 2008）および国際機関

(EMF-NET 2009; SCENHIR 2009)から公表されている研究ニーズのリスト、現在進行中の研

究の概要書が参加者に配布された。2010 年 2 月 9-10 日、スイスのジュネーブで、研究の推奨

リスト作成のための技術審議会が開催された。 

 

研究優先順位決定のプロセス  
 
優先順位決定するためのプロセスを以下に述べる。 

 
1. 研究の選択肢リストの作成（研究領域別） 

研究アジェンダを公式に作成する専門家グループ（後述参照）を援助するために、研究の選択

肢となる可能性のあるものをリストに纏めるためのサーベイが行われた。このサーベイは、幅

広いバックグラウンドと見識をもつ、研究者個々人を含めた様々な利害関係者に意見を求める

ことにより、全てを包含することを確保することを目標にした。国際 EMF プロジェクトの国

際諮問委員会（IAC）のメンバーは、各自の国の専門家リストの作成に協力した。このリスト

の約 400 名の専門家は、2009 年の 11 月と 12 月に、サーベイに回答記入し、研究についての

自分の推奨を提出するよう求められた。受け取った 88 件の回答には、200 項目以上の研究ニ

ーズが含まれていた。それらは、前もって定義されていた、以下に示す研究分野にしたがって

纏められた。 

 

∙ 疫学 

∙ ヒトでの研究 

∙ 動物での研究 

∙ 細胞での研究 

∙ 相互作用のメカニズム 

∙ ドシメトリ－およびばく露評価 

∙ 社会科学 

 
各自が挙げた研究選択肢については、その根拠を示すよう要求されてはいたが、多数の研究主

題は、同一あるいはほとんど同じであると見なされ、1 つに纏められた。 

 
2. 専門家の招集と文書のコンテクストの明確化 

 RF 研究の今後の優先順位を確定するため、19 名の専門家で構成される専門家グループ（付録

1 参照）が集合した。文書のコンテクストは、規模（世界規模）、標的とする人口集団（一般公

衆および労働者）、調査期間（短期および長期の両方）に関して正式に定義された。個々の研究

活動は、以下の二つに分類された。 
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∙ 優先順位の高い研究ニーズ：現在の科学的情報には著しい不確かさがあるが、その不確かさ

の減少に役立つ、知識の重要な欠落を埋めるための研究、および健康リスクコミュニケーシ

ョンを大きく改善するための研究。 

∙ その他の研究ニーズ：RF 電磁界ばく露がどのように健康および公衆の健康懸念に影響するの

かをよりよく理解するための研究。このような研究によって、健康リスク評価とリスクコミ

ュニケーションに有用な情報が与えられる。 

 
3. 優先順位決定のためのクライテリアの確定 

優先順位決定のためのクライテリアは、会議の冒頭で正式に確定された（付録 2 参照）。 

 

∙ 公衆衛生への関連性（科学的関心、公衆の懸念、ばく露の関連性） 

∙ 知識の欠落を埋める可能性 

∙ 科学的適切さ（研究デザインおよび研究方法） 

∙ 実行可能性（研究費用、倫理的問題、時間的規模） 

 

専門家の選出 
WHO は、参加した専門家の専門的品質と独立性、およびその選出プロセスの透明性に大きな

価値を置いている。科学的、専門的卓越性に加えて、多様で相互補完的な科学的バックグラウ

ンドを備え、性別や地域をバランスよく代表する専門家達となる必要性を WHO は考慮に入れ

る。また、国内または国際的学術組織でのこれまでの経験や参加は望ましいことである。 

 
専門家は、学術的な専門家個人として、単独で、参加を招請された。彼らは、自国の政府また

は彼らが属する組織の代表ではない。会議への参加を任命された専門家は WHO から報酬を一

切受け取ることはなかったが、旅費と必要最低限の経費には WHO が全面的責任を負った。会

への参加に先立って、選出された専門家は、技術審議会の議題に関連する全ての利害関係を申

告することを要求される（付録 3 参照）。加えて、全参加者は、他の参加者との間で議題と関

連した対立があれば全て公表することも要請された。 
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3. 健康影響研究のニーズ 

本章は、それぞれの研究活動が人の健康リスク評価において持つ重みにしたがって、疫学、ヒ

トでの研究、動物での研究、細胞での研究、相互作用のメカニズムの順で構成されている。疫

学およびヒトでの研究が人の健康に関する調査項目に直接に取り組むのに対し、細胞および動

物での研究は、因果性や生物学的もっともらしさの評価において価値を持つと認定された。ド

シメトリ－は別個のものと見なされたが、全ての研究にとって重要である。 

 

3.1 疫学 
疫学研究は、人口集団におけるばく露と疾病発生に直接取り組むことから、健康リスク評価に

おいて第一に重要なものである。研究アジェンダ 2006 において同定された研究を含め、RF 

EMF の健康影響についての多数の疫学研究は、現時点で完了しているか、または進行中であ

る。最も重要な研究には、以下のものがある。 

∙ 罹患率と死亡率のデータを含む、携帯電話ユーザに関する大規模前向きコホート研究 

COSMOS コホート研究には、5 つの国（デンマーク、フィンランド、オランダ、スウェー

デン、英国） が含まれている。この研究では、特定の症状（頭痛や睡眠障害など）の頻度

の時間的経過における変化の他に、がん、良性腫瘍、神経学的疾患および脳血管疾患のリ

スクを評価する予定である。この国際コホート研究は、約 250,000 人を数値目標に、欧州

の携帯電話ユーザの健康追跡を意図しており、参加者の募集が進められている（2010 年 2

月現在）。ほとんど全ての症例‐対照研究は脳腫瘍に取り組んでいるが、コホート研究はそ

の他の脳関連疾患や他の疾患を調査できる潜在力をもつ。長期にわたる研究計画の中で、

携帯電話の技術や使用における変化を捉えることも可能である。この研究は、高い優先順

位をもって、長期的なリスクの可能性の評価を達成するために妥当な追跡期間（最短でも

10－15 年間）を終えるまで継続されるべきである。 

 

∙ 携帯電話の使用に関連した小児の脳腫瘍リスクに関する大規模な国際症例対照研究（実行

可能性研究を先行して実施する） 

この主題には、次の二つの研究がすでに取り組んでいる。 

CEFALO 症例対照研究は、デンマーク、ノルウェー、スウェーデン、スイス、英国で実施

され、2004～2008 年の調査期間においての携帯電話使用に関連した 7～19 歳の小児の脳

腫瘍リスクを調査している。研究結果は、2011 年に公表される予定である。 

MOBI-KIDS 研究 は、国際的に研究センターを置き、若年者の脳腫瘍リスク因子を調査す

る国際症例対照研究である。13 カ国、5 年間の調査期間にわたり、脳腫瘍を発症した 10

～24 歳の若年者約 2,000 人と脳腫瘍を発症していない同様の集団に対し、調査への参加を

要請する予定である。準備段階が終わった後、2010 年後半に募集が開始される見通しであ

る。  

 

∙ INTERPHONE 
頭蓋内腫瘍と耳下線腫瘍に関するこの国際症例対照研究は、2001 年から 13 カ国で実施さ

れた。国別分析および国際的分析の結果はすでに何件か公表され、神経膠腫と髄膜腫に関

する全体分析も最近公表された（INTERPHONE Study Group, 2010）。全体分析では、10
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年以上の携帯電話使用に伴う神経膠腫と髄膜腫のリスク上昇は示されなかった。次のよう

な場合について、神経膠腫のリスク上昇が示唆された：（a）腫瘍と同じ頭側での携帯電話

使用を申告した対象者の中で、累積通話時間が最高カテゴリーのサブグループにおいて、

（b）側頭葉の腫瘍に関して。バイアスと誤差のため、因果関係の解釈はできなかった。そ

れでもなお、これらの知見はさらに精査する必要を示しており、近々着手される前向きコ

ホート研究においても評価されるであろう。INTERPHONE 研究データの今後の詳しい分

析には、脳腫瘍リスクを、脳の様々な部位における携帯電話からの電界強度推定値との関

連で評価することが含まれるべきである。 

ばく露の誤分類、想起バイアス、選出バイアスなど症例対照研究における誤差の発生源に

関する妥当性研究が INTERPHONE 研究と連係して行われた。このような研究の結果は、

INTERPHONE 研究のデータのみならず、同様の他の研究結果の解釈にも役立つものであ

る。しかし、INTERPHONE 研究のデータの大きさや本来的な誤差発生源を考えると、自

己申告ばく露データを用いた、成人の脳腫瘍の症例対照研究をさらに行うことに正当性は

ないことが示唆される。 

 

これらの大規模な研究以外に、より小規模な症例対照研究が複数の国で実施されている。脳腫

瘍研究のメタ分析がいくつか既に公表されている（例えば、Ahlbom ら 2009; Hardell ら 2008; 

Kan ら 2008; Lahkola, Tokola & Auvinen 2006; Myung ら 2009）。これらメタ分析は、含め

た研究に相違があり、それが各メタ分析の全体的結果に影響している。しかし、ほとんどのメ

タ分析が個別研究の結果に異質性があることを指摘した。これは研究方法と手順の差異に起因

する可能性があるが、このような不一致は、携帯電話使用の自己申告に依存した症例対照研究

に本来的に付随する不確かさを強く示している。 

 
携帯電話基地局および他の送信器からの遠方界による全身ばく露に関する疫学研究は、ドイツ

の調査プログラム(http://www.emf-forschungsprogramm.de/)で既に実施され、スイスの調査

プログラム(http://www.nfp57.ch/e_index.cfm)で進行中である。これらの研究は、安寧度およ

び非特異的な不健康症状に焦点を当て、より信頼できるばく露推定値を得るために個人用ばく

露計を用いている。これまでに公表された結果（BfS 2008）では、このような日常環境におけ

るばく露の影響は示されていないが、長期的研究は依然として不足している。 

 

優先順位の高い研究ニーズ 

∙ 行動および神経学的障害、がんを含めた影響に関する小児および青年の前向きコホート調査。 

根拠：小児と青年に関する調査はこれまでほとんど実施されておらず、小児期および青年期は脳が

発達中であるため RF-EMF の影響をより受けやすいかという疑問は未解決である。また、小児はよ

り低年齢で携帯電話使用を開始している。もし、妊娠前または妊娠中から追跡を開始した母子の大

規模コホート研究が存在すれば、合理的な低コストで RF 発生源を研究の構成要素に追加すること

は可能であろう。小児の場合、携帯電話の課金記録は妥当でないので、ばく露データの前向き収集

が必要である。神経心理学的研究に関しては、携帯電話の使用が原因でなされた運動および神経

心理的技量の「訓練」と、RF 電磁界の影響との識別がひとつの課題である。今後の研究で、この課

題に取り組む努力がほしい。いずれにせよ、研究は、複数の調査項目、携帯電話の技術や使用状

況の変化またはワイヤレス・ラップトップのような他の RF EMF ばく露などの調査が可能となるよう

な、長期的計画にする必要がある。 
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∙ 十分に確立された人口集団ベースがん登録を利用した脳腫瘍発生率トレンドのモニタリング研究 

（可能であれば、人口集団のばく露データを連結させること）。 

根拠：仮に携帯電話使用に関連した十分に大きなリスクがあるならば、十分な品質のデータ・ソース

において、それが観察されるはずである。そのような経時的変化は、直ちに、比較的安価に実行でき

る。人口集団データを分析する最新の統計学的手法により、ばく露頻度の変化と脳腫瘍発生率との

関連を見ることは可能であり、もし高品質のサーベイランスデータが利用可能であれば、人口集団レ

ベルでの他の疾患の発生率との関連についても調査可能である。もし個人データに基づく先行研究

にはばく露評価と参加に欠点があったとするならば、生態学的研究には、そのような限界を補って余

りある利点があるであろう。  

 

その他の研究ニーズ 

∙ 神経学的疾患の症例対照研究、ただし条件として、客観的なばく露データと交絡因子データが入

手可能であり、妥当な参加率が達成される場合に限る。 

根拠：アルツハイマー病やパーキンソン氏病などの神経学的影響は、生物学的もっともらしさにおい

て脳腫瘍と同等かもしれないし、リスク上昇は公衆衛生上大きなインパクトをもつであろう。この研究

は、早期の警報的サインを示す可能性があり、すれについては、その後の前向きコホート研究にお

いて精査することができる。神経学的疾患の経時的変化の分析もまた早期の警報的サインとして役

立つかもしれない。しかし、十分な品質の症例対照研究が実行可能か否かを明らかにするための実

行可能性研究が必要である。 

 

3.2 ヒトでの研究 
成人を対象にした多数の誘発研究が実施されてきた。全般的に、初期の誘発研究で示された RF 

EMF の認知成績への影響は、最近のより高品質な誘発研究において再現されていない。した

がって、これらの調査項目をさらに研究することの優先順位は高くない。これとは対照的に、

GSM 信号を使用した最近の誘発研究は、脳機能、特に睡眠時 EEG (脳電図) と安静時 EEG（例

えば、van Rongen ら 2009） に対する影響を報告している。これらの研究は、これまでのと

ころ、まずまずの一貫性を示している。このような生物学的影響の健康そのものに対する意味

合いは不明であるが、記録された変化と特定の健康影響との関連は一切示されていない。脳に

対する RF EMF の影響可能性の基礎となる神経的なプロセスを明らかにすることが重要であ

る。 

 
小児を対象とした調査は、次のように、研究アジェンダ 2006 において優先順位が高いと同定

されていた：  

∙ 倫理的な承認が得られる場合は、実験室で RF 電磁界にばく露した小児において、認知機能

および EEG に対する急性影響を調査すべきである。 
 
今日まで、そのような研究は数件あるのみである。 
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自身はRFEMF EMFばく露のせいであると考えている健康上の症状を報告する人１について、

高品質の誘発研究がいくつか最近報告されている。これらの研究の結果は、そのような個人が

経験する症状とRF EMFばく露との間に何らの関連も示していない。それでも、このような状

態の原因と治療についてさらに研究することは、社会医学的な広い意味で価値があるであろう

し、後述する社会科学の章においても推奨される。 

 

優先順位の高い研究ニーズ 

∙ さまざまな年齢の小児を対象とした RF EMF 誘発研究の一層の推進 

根拠：現在の研究は主として青年期に焦点が当てられている；それより年少の小児における影響の

可能性はほとんど分っていない。長期的にさまざまな年齢で検査を行うこと（例えば、現在進行中の

コホート研究に参加している小児を調査するなど）が推奨される。この研究は、生活様式など潜在的

交絡因子の影響の検討を可能にするであろう。 

∙ 睡眠時および安静時 EEG を含む脳機能への RF の影響可能性の基礎となる神経生物学的メカニ

ズムを突き止めるための誘発研究 

根拠：一連の脳イメージング法を利用して、これらの影響の確証を得る研究も含まれる。また、職業

ばく露中に起こるような高度ばく露レベルにおける閾値や量反応関係（もしあるとすれば）を調べる

研究も含まれる。  

 

その他の研究ニーズ 

同定なし。 

 

3.3 動物での研究 
動物での研究は、ヒトでの研究が倫理的でない場合や実際的でない場合に行われる。たとえ長

期的なばく露であっても実験条件を制御できる利点がある。 

 
次のように、研究アジェンダ 2006 において優先順位が高いと同定されていた：  

∙ 機能的、形態学的、分子的な調査項目を用い、CNS の発達と成熟、ならびに造血および免

疫システムの発達に対する RF 電磁界ばく露の影響を未成熟な動物で調査する研究。遺伝毒

性の調査項目も含める必要がある。実験プロトコルには、胎児期および／または出生後の早

期における RF 電磁界へのばく露を含める必要がある。 

胎児期の急性ばく露に関するいくつかの研究、および多世代に関する 1 つの研究 (例: Lee

ら 2009; Ogawa ら 2009; Sommer ら 2009) では、動物の生殖能力と発達に対するばく露

の有害な影響は見られなかった。ただし、幼若動物に対するばく露の影響の研究 (Kumlin

ら 2007) で、成体の行動学的成績のいくつかの測定項目の一つで若干の改善が見られた。

胎児期および出生後の早期におけるばく露の影響に関するその他の研究は、ドイツ、フラ

ンス、およびイタリアで実施中である。 

 

                                                      
１ EMF に対する敏感さを一般に電磁過敏症（EHS）と称する。環境因子に対する敏感さについては、さらに一般的

な用語である特発性環境不耐症（IEI；すなわち原因不明の環境不耐症の意）（WHO 2005）を用いる。 
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RF 電磁界ばく露による発がん作用の可能性は、げっ歯類での古典的バイオアッセイ、遺伝

的疾患素因をもつ動物、補発がん作用の研究を含む、多数の長期的動物研究で調べられて

きた。少数の例外はあるが、これらの研究は発がん作用の証拠を示さなかった 

(Juutiliainen ら 2010)。米国環境健康科学研究所（NIEHS）と米国毒性プログラム（NTP）

が資金提供して米国で実施する大規模研究は、マウスとラットを使用し、子宮内、新生仔

期、幼若期、および成体期のばく露を含め、がんと関連する調査項目と関連のない調査項

目の両方を調べる予定である。研究結果は 2014 年に利用可能になると期待されている

(NTP 2009)。それを受けて、動物での大規模長期がん研究をさらに実施する必要性につい

て再評価されるはずである。 

 
研究アジェンダ 2006 以降、ばく露システムの設計と特性は、特に動物の自由行動用ばく露シ

ステムにおいて、大きな改善がなされた。今後の実験は、適切なドシメトリと統計学的分析、

さらに十分な統計学的検出力、盲検的研究設計、適切な擬似ばく露を含めることが決定的に重

要である。 

 

優先順位の高い研究ニーズ 

∙ 発達と行動に対する出生後早期および胎児期の RF ばく露の影響 

根拠：胎児期および出生後早期の RF EMF ばく露がその後の発達と行動に及ぼす影響に関する情

報は依然として不足している。このような研究が重要とされる理由は、小児による携帯電話使用の

広がり、無線 LAN などその他の RF 発生源へのばく露の増大、成人の脳波に対する RF EMF の影響

の報告などである。比較的高い比吸収率（SAR）レベルで、携帯電話に部分的（頭部のみ）にばく露

することについては、一層の研究が必要である。             

∙ 加齢と神経変性疾患に対する RF ばく露の影響 

根拠：加齢に関連する疾患、特に、アルツハイマー病 やパーキンソン氏病など脳の神経変性疾患

の罹患率はますます高まり、重要な公衆衛生学上の課題である。携帯電話の使用により、必然的

に、脳が RF EMF に繰り返しばく露されることになる；最近の研究は、この種のばく露がトランスジェニ

ックマウスモデルでのアルツハイマー病に影響を及ぼす可能性を示唆した（Arendash ら 2010）。神

経変性疾患に対する RF EMF の影響可能性の研究は数件が進行中であるが、より完全にこの主題

を調査するために、一層の研究が必要である。  

 

その他の研究ニーズ 

∙ 生殖器官に対する RF ばく露の影響 

根拠：男性の生殖能力に対する携帯電話 RF EMF の影響可能性に関して利用できるデータには一

貫性がなく、その研究品質やばく露評価に弱点がある。生殖能力のインビボ研究は、男性と女性の

両方への影響を検討する必要があり、また内分泌系の発達と機能に対する RF EMF の影響を含め

た広範な関連調査項目を調べる必要がある。 
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3.4 細胞での研究 
生体組織、生体細胞、および無細胞系を用いた研究は、健康リスク評価において裏付けの役割

を果たす。細胞モデル系は、メカニズムの仮説のもっともらしさを調べる、または RF EMF

ばく露が既知の生物学的機能と協働作用する能力を調べるのにふさわしい。細胞での研究は、

RF EMF に対する明確な反応を突き止める可能性を有するので、新規に使われる RF 信号の影

響可能性のスクリーニングとして利用できる。  

 
次のように、研究アジェンダ 2006 において優先順位が高いと同定されていた：  

∙ 最近報告された、低レベル (2 W/ｋg 未満) および／または特定の変調信号または間欠的信

号による HSP および DNA 損傷の知見についての独立的な再現研究。SAR レベルと周波数

に対する影響の依存性を含める必要がある。 

RF の遺伝毒性、遺伝子および蛋白質発現に対する影響の研究はすでに多数実施されている。

その中には、熱ショック蛋白質 (HSP) の発現とリン酸化（Hirose ら 2007;Lee ら 2006; 

Valbonesi ら 2008; Vanderwaal ら 2006）、コメットアッセイを用いた DNA 損傷－大半は

陰性の結果（Sakuma ら 2006; Sannino ら 2009; Speit, Schutz & Hoffmann, 2007; 

Stronati ら 2006; Valbonesi ら 2008; Zhijian ら 2009）に対して推奨された再現研究も含

まれている。他の研究は公表が待たれている。中国のある研究グループは、DNA 損傷のバ

イオマーカーとして鋭敏度が高くかつ迅速な指標となるガンマ H2AX を用いて、細胞内

DNA に対する RF EMF の影響が細胞の種類に依存するか否かを調べている（Zhang ら

2006）。 

 

∙ 細胞分化（例えば、骨髄内での造血過程）、および脳スライス／培養神経細胞を用いた神経

細胞の成長に対する RF の影響の研究。 

細胞分化に対する RF EMF の影響の研究で完了したものはほとんどないが、培養神経細胞

を用いた研究はある（Buttiglione ら 2007; Del Vecchio ら 2009; Joubert ら 2007 & 

2008）。RF EMF ばく露後の神経細胞の分化に関する数件の研究が、イタリアとドイツで

進行中である。 

 
研究が適切に実施され、厳格な統計学的手法が用いられているならば、原理的には、スループ

ットの高い手法（「研究対象＋omics」という名称を持つ生物学の研究分野）を用いることは

電磁界ばく露の標的を突き止めるのに役に立つに違いない（例えば、Blankenburg ら 2009; 

McNamee & Chauhan 2009）。しかし、公表されている多くの研究は、十分な実験の反復、

再現性、より高精度の定量的尺度を用いた検証が欠けていることから、技術的に不完全である。

さらに、どの変化の大きさも通常は小さいものであり、解釈が困難である。これらの課題が解

決されれば、RF EMF の影響可能性の探索において、スループットの高い手法を利用すること

は優先順位が高くなる可能性がある。 

 

優先順位の高い研究ニーズ 

同定なし。 
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その他の研究ニーズ 

∙ 新技術に利用される RF 電磁界へのばく露、および環境的因子と RF EMF の共ばく露の後に生じる

細胞の反応を検出するために最適な実験的検査法の明確化 

根拠：過去 15 年間、携帯電話の周波数／信号へのばく露の影響、または化学的、物理的因子と RF 

EMF との共ばく露の影響を調べたインビトロ研究は多数公表されている。得られた結果が一致せ

ず、矛盾しているのは、細胞の種類と研究手法が非常に多様であることが主な原因である。新技術

に利用される新しいタイプの RF 信号、および環境的因子（特に毒性効果が疑われる因子）と RF 

EMF の共ばく露の毒性の可能性をスクリーニングするため、感度が高く、十分に一致化された細胞

および分子的手法を開発する必要がある。このスクリーニング手法が広く受け入れられ、適用される

ようにするため、この研究は複数の研究センターで実施されるべきである。           

∙ 遺伝的背景と細胞型の影響に関する研究の一層の推進：アーチファクトおよび／またはバイアス

の影響を受けにくい、新たな高感度の手法を用いて、多様な細胞型に対する携帯電話の RF ばく

露の影響可能性を調べること。 

根拠：RF が特定の亜集団細胞または細胞型に影響する可能性が提起されているため、特定の細胞

型での反応、例えば胚細胞での反応（Czyz ら 2004; Franzellitti ら 2010）の陽性の結果の評価には、

より厳密で定量的な手法を用いる必要がある。これらの研究には、幹細胞および遺伝的背景が変更

された細胞など多様な細胞型を含める必要がある。  

 

3.5 メカニズム 
RF 電磁界の健康影響として認められているのは、温度上昇が原因で生じるものである；温度

上昇が原因でない生体効果を、非熱的影響と定義する。ただし、実際的には、温度上昇の有無

の判定は困難なことが多い。今日まで、これに代わる、相互作用のメカニズムは明らかにされ

ていない（Sheppard, Swicord & Balzano 2008; Valberg, van Deventer & Repacholi 2007)。 

 
研究アジェンダ 2006 では、優先順位の高い研究ニーズ、その他の研究ニーズの同定はなかっ

た。 

 
最近の研究短報によれば、1GHz 付近の搬送波周波数を用いたインビトロの細胞において、非

線形応答（これがあれば、変調された RF 信号復調の可能性が示唆されるが）は起きなかった

（Kowalczuk ら 2009）。 

 

優先順位の高い研究ニーズ 

同定なし。 

 

その他の研究ニーズ 

同定なし。 

 

3.6 ドシメトリ 
ヒト、細胞および動物での実験研究の設計と解釈において、ドシメトリによる評価は決定的に

重要である。疫学研究におけるばく露評価方法の開発ならびに検証にとっても必要不可欠であ

る。またドシメトリは、製品の安全性やばく露ガイドライン遵守の評価方法を提供し、また、

 15



リスクコミュニケーションに用いるための、他と比較したばく露データを示す。 

 
ばく露は、一致のとれた方法論を用いて評価されなければならない。単一発生源から生じるば

く露にのみを考えるのではなく、複数の発生源からのばく露を検討することが必要である。今

後、複数発生源からのばく露評価を可能とするために、種々のタイプの RF 発生源に特異的な

ばく露情報は適切に広く知らされる（例えば、印刷物､ウェブ）必要がある。 

 
次のように、研究アジェンダ 2006 において優先順位が高いと同定されていた：  

∙ 複数の発生源からの複合ばく露を含め、急速に変化している無線通信の利用パターンおよび

生体の様々な部位のばく露（特に小児と胎児）を記述するための研究が必要である。 

新しく登場した発生源からのばく露およびばく露シナリオに関して、いくつかの研究が公

表され（Foster ら 2007; Martinez-Burdalo ら 2009）、その他は進行中である。複数の

発生源について多数のシナリオを想定することは可能であるが、公表された研究は、一定

の代表的なシナリオを定義して評価しており、全般として、ばく露ガイドラインとの関連

でみると、複合的ばく露は問題が小さいことを見出した（Schmid ら 2007a & 2007b）。

身体／頭部に近接させて保持される携帯電話（または同様な出力をもつ別の装置）の状況

は特殊な高ばく露条件であり、身体近くに他の発生源が存在することにより、携帯電話な

どの機器近傍の局所 SAR がはっきりの分かるほどに変化するとは思われない。ヒト、動物、

インビトロのばく露システムの設計においてもドシメトリ研究は活発である。インビトロ

ばく露システムには、技術の革新を背景として応用可能になった、生きている細胞の画像

化も含まれる。 

 

∙ 様々な年齢の子供および妊婦のドシメトリモデルに関する研究の一層の推進。適切な温度制

御反応モデルと結合させた動物および人体における RF エネルギー吸収のドシメトリモデ

ルの改善（例えば、内耳、頭部、眼球、躯幹、胚、胎児）。 

様々な年齢と性別のファントムモデル家族が現在は利用可能であり（Christ ら 2010a; Lee

ら 2010）、様々な年齢の子供、妊婦と胎児における SAR 分布について多様な研究が公表

されている（Christ ら 2010b; Dimbylow & Bolch 2007; Dimbylow, Nagaoka & Xu 2009; 

Uusitupa ら 2010）。様々な妊娠段階での SAR 分布のモデル化など、さらに詳細な研究

も数カ国で推進されている。血液灌流モデルを含め、マクロおよびミクロの熱研究も数カ

国で進行中である。ミリメートル以下の距離での温度上昇を含め、細かな解剖学的構造が

検討されている（Schmid,Uberbacher & Samaras 2007; Schmid ら 2007c）。現在の無線

通信で用いられる波形では、そのような小さな距離で意味のある温度の変動は見いだされ

ておらず、SAR の平均化に用いられている質量 10ｇの適切性が示された（Hirata & 

Fujiwara 2009）。もし、将来のガイドラインにおいて制限されるべき物理量として温度

上昇が含まれると考えるならば、この分野の研究の推進は、より高い優先順位を持つであ

ろう。 

 

∙ “その他”の研究ニーズとして、ミクロドシメトリ研究（例えば、細胞レベル）は、生物学

的に当を得たばく露の標的に関して、新しい洞察を引き出す可能性がある。 
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研究は全く振るわない状態であるが、その理由は、おそらく、非熱的レベルの生物効果が

再現されないことが続いているためであろう。仮に、そのような効果が見出されれば、ミ

クロドシメトリ研究は、その効果の理解に重要な役割を果たすかもしれない。 

 

職場でのばく露および特定の製品の基準遵守の実証用の設備や方法を進展させるための研究と

開発も活発である。世界の様々な地域における規制の要求によって、この二つの分野の研究は

奨励され続けている。 

 

優先順位の高い研究ニーズ 

∙ 新規および新興の RF 技術を対象にした RF EMF 放射の特性、ばく露シナリオとばく露レベルの評

価；確立した技術の利用が変化した場合に関しても、同様に評価すること。 

根拠：研究は、携帯電話／コードレス電話、無線データ通信網、アセットトラッキングと RFID、電力の

無線伝送、生体画像法／スキャナの各分野における最新の開発に取り組む必要がある。また、複

数の発生源からのばく露の複合的影響の可能性についても考慮する必要がある。この研究により、

新しい装置／シナリオによるばく露を、より親しみのある装置／シナリオによるばく露やばく露ガイド

ラインと比較することが可能になり、リスクコミュニケーションに役立つ。またこの知識は、疫学研究

や生物学的ばく露システムの設計におけるばく露評価にとっても価値がある。          

∙ 広範な RF 発生源からの個人ばく露の定量化および一般人口集団のばく露の決定要素の明確化。

根拠：広範な RF 発生源からの個人のばく露の定量化は、リスクの評価とコミュニケーションにとっ

て、また今後の疫学研究の進展にとって、価値のある情報を提供する。来るべき WHO 健康リスク評

価を考慮すれば、この研究は世界的なばく露評価として特に有用である。この研究は、ばく露レベル

とその支配的な寄与因子が時間的経過により変化することを同定するためのベースライン・データを

提供する。ユーザの人口学的側面の影響、およびばく露が生じたミクロ環境の影響を同定するため

に、サブグループ分析を実施する必要がある。ばく露指標を、特に人体装着装置による局所ばく露と

全身ばく露を組み合わさった場合について、検討する必要がある。 

 

その他の研究ニーズ 

∙ RF 労働者の個人ばく露のモニタリング 

根拠：労働者においても公衆においても、主に新興の技術開発が原因でばく露パターンは継続的に

変化する。しかし、労働者は、身体のエネルギー吸収が非常に高くなるような産業用発生源および

ばく露状況に遭遇する。RF 労働者に関する疫学研究を実施する際には、労働者の RF ばく露を的確

にモニターすることが必須である。この種のばく露の評価に必要な的確な測定手段が無いという問

題を解決するために、例えば、様々な周波数と波形の測定に適した携帯用装置などの新しい機器

が必要である。加えて、今後の疫学研究のために、RF 労働者の個人ばく露のモニタリングに関する

実行可能性研究が必要である。RF ばく露を特徴として業務を指定した業務上ばく露マトリックス 

(JEM) が作成されれば、今後の疫学研究は実施され易くなるであろう。 

 17



4. 社会科学研究のニーズ 

無線通信技術からのRF電磁界による健康悪影響の可能性についての公衆の懸念は、メディアお

よび公開の政策討論会において一向に衰えず続いている。これが、リスク管理および科学的な健

康リスク評価の公衆による受容に影響を与えている。リスク管理は、科学的なリスク評価と、公

衆の懸念を系統立てて調査する社会科学から得られる洞察の両方を裏付けとして築き上げられ

るべきである。リスクコミュニケーションはこのプロセスの中核である。しかし、科学的研究の

結果というものは、本来、決定的なものというより、条件付きのものである。公衆や政策策定者

は健康影響に関する最終的決定を研究結果に求めがちであるが、どのような研究であっても、単

独の研究結果はそれに対して限定的な寄与を提供しようとしている。 生物医科学と政策との連

携におけるこのような一般的課題が、RFリスクコミュニケーションを複雑にしており、社会科

学研究で補完する陣容の必要性を強調する。 

 

研究アジェンダ2006において、多くの社会的課題が強調された。そこで同定された研究主題のい

くつかは、以下の要約のように取り組まれてきた。 

∙ 公衆の懸念に対するプレコーショナリ対策、および任意または政策での採用の影響評価 

主に研究されたのは、プレコーショナリ的アプローチの自覚が公衆の懸念の弱小化または

増強化の効果を持つか否かという疑問である。この疑問に取り組んだいくつかの研究グル

ープは、プレコーショナリ的アプローチは、リスク認知の弱小化よりむしろ増強化の傾向

があると示唆した（Barnett ら 2007 & 2008; Schutz, Wiedemann & Clauberg 2007; 

Timotijevic & Barnett 2006; Wiedemann & Schutz 2005; Wiedemann ら 2006）。社会

的視点からのプレコーション概念の科学的考察は、Hom ら(2009) および Stilgoe (2007)

の研究に見られる。 

 

∙ 公衆および利害関係者を参加させるプログラムの各国での成功に関する評価 

公衆および利害関係者を参加させるプログラムの厳密な評価は同定されていないが、いく

つかの公表された事例研究は、基地局設置問題を巡る意思決定プロセスへの公衆の参加（ま

たはその欠如）の結果を分析している（Drake 2006; Law & McNeish 2007）。これらの

研究、およびやや理論的論文（Hom, Moles Plaza & Palmen 2009）の核心的主題は、公

衆の反応を合理性のないものと見なすことは有益でないということであり、公衆の反応に

ついてさらに精密化した分析が必要である。しかし、Wiedemann & Schutz （2008）の

実験的研究は、情報提供と参加を進めることが必ずしも基地局設置プロセスの受け入れを

大きくする方向へと転換させることはないことを示した。 

 

∙ 個人のリスク認知の研究、これにはRFばく露と健康の関連についての信念や認知の形成に関

する研究が含まれる。 

2006 年以降に公表されたこの分野の研究は、EMF をハザードの例にとり、リスクに対す

る反応の根底にある心理学的プロセスを研究したものと見なすべきである。Siegrist, 

Keller & Cousin （2006）は、EMFに対する反応における感情の重要性を実証した。Siegrist, 

Cousin & Frei（2008）は、素人のリスクの評価と専門的リスク評価が何故異なるのか、

その理由の説明に有用なバイアスを明らかにした。例えば、リスクを示した研究の方が、
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リスクを示さなかった研究より信頼区間が幅広い。また、リスク推定値が事前態度と同等

である場合の方が、事前態度と違いがある場合より信頼区間が幅広い。最後に、White ら

（2007）は、誰をリスクターゲットとするか（例えば、自分自身、他者、または子供）に

よってリスク推定値が変動することを研究した。 最も明白な結果として、送受話器の規制

を好ましく思うか否かは、他者に対するリスクの認知、また自身に対する便益の認知によ

って予測されることを実証した。 

 

 

科学と社会の進展を考慮すれば、以下の社会科学的研究主題が現在、重要と考えられる。以下

に述べる研究は全て必要で、特別な優先順位はない。 

 

 

∙ RF EMF 関連の健康懸念と健康リスク認知の決定要素と精神的原動力の研究。 

根拠：リスク認知に関連する一般的要素について知識がある一方、EMF リスク認知に特異的な決定

要素について分っていることはずっと少ない。EMF リスク認知とは、人々が EMF 技術をどのように考

えるか、新しい情報をどのように選択、処理し、反応するかということである。このような問題に関す

る知識によって、政策策定者は、人々の RF EMF 健康リスクの認知により良く取り組むための対策を

講じることができるようになる。特に、懸念が個人レベルで時間の経過とともにどのように発生し、変

化するかを明らかにするために、一層の研究が必要である。これまでに利用可能な研究によれば、

RF EMF 技術による健康リスクを懸念する人々の割合は、ここ数年、一定なことが示されているが、

これが個人レベルにおいて事実であるか否かは分っていない。このため、全体としての懸念を解決

するために適切な対策を講じることは困難となっている。したがって、リスクコミュニケーションおよび

リスク管理の戦略の意味合いから、リスク認知のパターンを時間的に変化させる要素を長期的にモ

ニタリングする研究は価値があるであろう。 

            

∙ RF EMF ばく露の健康影響の科学的証拠およびリスク情報についての公衆とのコミュニケーション

の様々な形式の効果の研究 

根拠：公衆は科学的証拠を相当に誤解することを明示する格好になることがしばしばある。特に、そ

れが RF EMF ばく露を伴う事例であり、潜在的な健康ハザードの決定的な証拠が欠けている場合に

みられる。公衆が自らの健康と安全について、適正な情報に基づきバランスの取れた判断と決定を

下すことができるように、情報の提供方法を改善することが重要である。情報の提供過程において、

公衆のものの見方を系統立てて考慮に入れなくてはならない。RF EMF ばく露の健康影響の証拠の

特徴を説明し、要約するための新しい手法を、コミュニケーションの視点から系統立てて開発しなけ

ればならない。人々の懸念とリスク認知：健康への脅威を管理する能力；科学者、リスクコミュニケー

ター、当局への信頼などを考察することによって、コミュニケーションの様々な形式を経験的に評価

する必要がある。  
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∙ RF EMF による健康リスクの公衆の認知が公衆の安寧度に影響を与えるか、どのように与えるか

の研究 

根拠：多数の適切に実施された実験室研究によれば、ある人々が経験する健康上の症状と RF EMF

ばく露との間にいかなる関係も示されていない。今のところ、RF EMF に対する認識上の過敏症は、

影響を受けている人々とその人が生活する社会にとって関心のある問題にとどまっている。認識上

の RF EMF 過敏症に影響を与える可能性のある心理学的および心理社会学的過程を解明するため

に、一層の研究を実施する必要がある。また、症状を軽減する可能性のある介入研究もさらに行う

必要がある。WHO は、この認識上の電磁過敏症を特発性環境不耐症の形態にひとつと見なしてい

る（WHO 2005）。その理由は、電磁過敏症は、低レベルの環境因子へのばく露に関連するその他の

疾患とよく似ているからである。したがって、研究は、その他の環境因子と比較した過敏性反応の研

究へと広がる可能性がある。            

 

∙ より大きな社会的背景における RF EMF 技術の取り扱いに関する研究。 

根拠：最近の数件の研究は、公衆の懸念の多次元で相互に関係する特性を、携帯電話技術の科学

および社会的観点との相互依存性とともに記述した（例えば、Bickerstaff, Simmons & Pidgeon 2007;

Law & McNeish, 2007; Moore & Stilgoe 2009; Wiedemann & Schutz, 2008）。様々な利害関係者がど

のように RF 技術に取り組んできたかに目を向けることにより、この相互依存性を調べることができ

る。そのような研究には、特定のRF技術の歴史と背景、規制、安全対策およびメディア報告、または

この分野において、どのようにして科学と政策の連携を進展させたかを国別に比較することなどが

含まれるであろう。 
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5. 要約 

RF 研究アジェンダ推奨事項 

健康影響研究 

 疫学 

優先順位 行動および神経学的障害、がんを含めた影響に関する小児および青年の前向きコホー

ト調査 

高い 十分に確立された人口集団ベースがん登録を利用した脳腫瘍発生率トレンドのモニタリ

ング研究（可能であれば、人口集団のばく露データを連結させること） 

その他 神経学的疾患の症例対照研究、ただし条件として、客観的なばく露データと交絡因子デ

ータが入手可能であり、妥当な参加率が達成される場合に限る。 

 ヒトでの研究 

高い さまざまな年齢の小児を対象とした RF EMF 誘発研究の一層の推進 

高い 睡眠時および安静時 EEG を含む脳機能への RF の影響可能性の基礎となる神経生物

学的メカニズムを突き止めるための誘発研究 

 動物での研究 

高い 発達と行動に対する出生後早期および胎児期の RF ばく露の影響 

高い 加齢と神経変性疾患に対する RF ばく露の影響 

その他 生殖器官に対する RF ばく露の影響 

 細胞での研究 

その他 新技術に利用される RF 電磁界へのばく露、および環境的因子と RF EMF の共ばく露の

後に生じる細胞の反応を検出するために最適な実験的検査法の明確化 

その他 遺伝的背景と細胞型の影響に関する研究の一層の推進：アーチファクトおよび／または

バイアスの影響を受けにくい、新たな高感度の手法を用いて、多様な細胞型に対する携

帯電話の RF ばく露の影響可能性を調べること。 

 メカニズム 

 なし 

 ドシメトリ 

高い 新規および新興の RF 技術を対象にした RF EMF 放射の特性、ばく露シナリオとばく露レ

ベルの評価；確立した技術の利用が変化した場合に関しても、同様に評価すること。 

高い 広範な RF 発生源からの個人ばく露の定量化および一般人口集団のばく露の決定要素

の明確化 

その他 RF 労働者の個人ばく露のモニタリング 

社会科学研究 

NA RF EMF 関連の健康懸念と健康リスク認知の決定要素と精神的原動力の研究 

NA RF EMF ばく露の健康影響の科学的証拠およびリスク情報についての公衆とのコミュニ

ケーションの様々な形式の効果の研究 

NA RF EMF による健康リスクの公衆の認知が公衆の安寧度に影響を与えるか、どのように

与えるかの研究 

NA より大きな社会的背景における RF EMF 技術の取り扱いに関する研究 
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付属文書 2．技術審議会 議題 

WHO Headquarters - Geneva, Switzerland - Room M 505 9-10 February 2010 

WHO Research Agenda for Radiofrequency Fields (2010) AGENDA 

 
Tuesday 9 February               議長: E. van Deventer 
9:30  Welcome and introductions           M. Neira, Director PHE 
9:45  Purpose of the meeting and expected outcome     E. van Deventer 
10:00  Checklist for health research priority setting       R. Terry 
10:30  Coffee break 
11:00 Discussion 

Criteria for selecting research priorities 
Review of draft document 

12:30  Lunch 
13:30  Breakout groups 

Review of draft text regarding ongoing research 
Ranking research priorities 

15:30  Coffee break 
16:00 Breakout groups (cont'd) 
17:30  Adjourn 
 
Wednesday 10 February                       議長: R. Saunders 
9:00  Plenary discussion 

Reporting from breakout groups 
10:30  Coffee break 
11:00  Plenary discussion (cont’d) 
12:30  Lunch 
13:30  Plenary discussion (cont’d) 

Steps forward 
Conclusions, next steps 

16:00  Close of meeting 
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付属文書 3. 利害関係の宣言 

 
技術審議会の参加者は、会合に先立って、利害関係の宣言に関する WHO の書面に記入した。

会合の開始時に、すべての参加者は自らの利害関係の確認、および会合の主題に関係するあら

ゆる追加情報の提出を求められた。 

 
下記の参加者は、以下に挙げた複数の商業組織との間に、現在または最近 (3 年以内)、経済的

利害関係があることを宣言した。 

 Kuster: Near-Field Technology AG、SPEAG AG、ZMT AG、 

  Imricor Inc. USA、MaxWave AG、Apple 

 
何人かの参加者は、会合の主題に関する学術的な利害関係を宣言した。しかし、彼らは既にパ

ネルの専門的知識の基盤を形成しているため、この関係は利益相反とは見なされなかった。 

 
下記の参加者は、会合の主題に関する利益相反は一切ないと宣言した。 

 Haggard, Marino, Olsen, Röösli, Soneyrd, Timmermans 

 
専門機関または政府機関に対する専門家または助言者としての自らの役割を考え、何人かの参

加者は、会合の主題に関係する公式文書の作成に携わった経験があることを表記した。しかし、

これらが会合の目的に対して利益相反になるとは見なされなかった。 

 
会合の主題に関する利害関係の宣言に基づき、経済的および／または学術的利害関係の性質と

程度を考慮して、下記の参加者は、研究の優先順位の確定を行った最終セッション、およびパ

ネルに引き続き行われた研究推奨文書の最終版作成に参加しなかった。 

Kuster 

 
個人的または商業的な利害関係の宣言に基づき、会合への不参加を求められた専門家はいなか

った。 
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